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 表紙の写真（上段）は、令和７年４月１日に本格運用を開始した秦野市・伊勢原市共

同消防指令センターです。最新設備を備えるとともに、１１９番通報に迅速かつ的確に

対応するための最先端システムを構築することで市民の期待と信頼にこたえ、消防、救 

急及び救助要請に的確に対応することが可能となるよう、万全な体制で災害に備えます。 
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令和９年度の新東名高速道路の全線開通や秦野丹沢サービスエリ

アの開設を目前に、まちの活力創出に向けた投資の時期と捉え、市

街地へのアクセス性を高める環境整備をさらに推し進めるとともに、

本市の資源や魅力を最大限に活用し、表丹沢の魅力づくりや、小田

急線４駅周辺におけるにぎわい創造に向けた取組みを積極的に展開

していきます。 

 

また、女性と子どもが住みやすいまちづくりを進めるため、切れ

目ない支援の充実・強化を図り、市民が安心して、結婚し、子ども

を産み、育てられる環境を整えていきます。 

 

加えて、安全・安心な暮らしを実現するため、地震や風水害など

の災害への備えを強化していくほか、デジタル化の推進やカーボン

ニュートラルへの取組みも着実に進めていきます。 

 

こうした秦野みらいづくりプロジェクトの取組みを確実に進める

ことにより、本市に魅力を感じ、「行ってみたい」、「住んでみた

い」、「いつまでも住み続けたい」と思っていただける『全国屈指

の森林観光都市』を目指します。 

 

 

 １ 市政の運営方針 
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歳入の根幹である市税は、令和６年度に実施された定額減税による減額の大

幅な縮小に加え、賃金上昇などの影響等を踏まえ、令和６年度に比べ１３億円

増の２３２億円と見込みました。 

 

一方で、歳出は、児童手当費や生活保護に要する扶助費などの社会保障費が

増加していることに加え、物価高騰への対策など、複雑化・多様化する行政需

要への的確な対応が求められており、依然として厳しい財政状況が続きます。 

 

しかし、このような厳しい状況にあっても、未来への投資につながる事業に

ついては、機を逃さず実施していく必要があります。 

 

そのため、令和７年度においても、表丹沢の魅力づくり、４駅周辺のにぎわ

い創造、東名・新東名高速道路を生かしたまちづくり、女性と子どもが住みや

すいまちづくりなど、形になりつつある取組みを、成果に向け、さらに進めて

いくため、「ふるさと秦野の輝く未来に向けて挑み続ける予算」として、過去

最大規模となる６４０億７，０００万円の一般会計予算を編成しました。 

 

令和７年度予算における、一般会計、地方公営企業会計及び特別会計の６つ

の会計の予算総額は１，０８９億６，６００万円となり、前年度と比べて    

５６億３，３００万円（５．５％）の増となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 予算の概要 

ふるさと秦野の輝く未来に向けて挑み続ける予算 
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【令和７年度会計区分別予算構成】 

増減額 増減率 令和７年度 令和６年度

64,070,000 60,580,000 3,490,000 5.8 58.8 58.6

水 道 事 業 4,367,000 3,265,000 1,102,000 33.8 4.0 3.2

公 共 下 水 道 事 業 5,339,000 5,166,000 173,000 3.3 4.9 5.0

国 民 健 康 保 険 事 業 16,748,000 16,591,000 157,000 0.9 15.4 16.1

介 護 保 険 事 業 15,032,000 14,492,000 540,000 3.7 13.8 14.0

後期高 齢者 医療 事業 3,410,000 3,239,000 171,000 5.3 3.1 3.1

108,966,000 103,333,000 5,633,000 5.5 100.0 100.0

一  般  会  計

会   計   区   分

地
方
公
営

企
業
会
計

特
別
会
計

計

（単位：千円、％）

令和７年度
当初予算

令和６年度
当初予算

比　　　　較 構 成 比

 
 

 

【最近5年間の当初予算総額の推移】 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（ ）内の人数は、各年度３月末日現在の住民基本台帳人口 
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（億円） 

予算額 933億7,600万円 959億4,300万円 988億7,400万円 1,033億3,300万円 1,089億6,600万円

対前年度伸率 1.1% 2.7% 3.1% 4.5% 5.5%

58万3,717円 60万864円 62万620円 65万1,081円 68万9,200円

（159,968人） （159,675人） （159,315人） （158,710人） （158,105人）

市民１人
当たりの額

令和６年度 令和７年度令和３年度 令和４年度 令和５年度
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(1) 歳入の概要 

歳入の款別の構成比で最も大きい市税については、前年度と比べて１３

億円増の２３２億となりました。主な増額要因として、個人市民税につい

て、定額減税による減額の大幅な縮小に加え、賃金上昇などの影響を踏ま

えたことにより、令和６年度予算に比べ、１０億４，０９５万円の増を見

込みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 一般会計予算の状況 

市税 
232 億円 
市民税、固定資産税など 

諸収入 23 億 4,095 万円 
貸付金の返済による.収入など 
 

繰入金 25 億 5,936 万円 
基金の取崩しなどの収入 

繰越金 5 億円 
前年度からの繰越金 

使用料・手数料 5 億 209 万円 
施設の使用などに対する収入 

市債 

49 億 3,650 万円 
国や金融機関からの 

借入金 

地方譲与税 

3 億 7,700 万円 
国が徴収する税の配分 

寄附金 4 億 1,460 万円 
個人などから受ける金銭の無償譲渡 

分担金・負担金 3 億 4,843 万円 
市の事業により特定の利益を受ける方 

からの徴収金 

財産収入 3 億 4,610 万円 
市有財産の貸付けなどによる収入 

国庫支出金  

121 億 6,917 万円 
国からの補助金など 

地方交付税  

63 億 400 万円 
国から配分される交付金 

県支出金 

50 億 8,980 万円 
県からの補助金など 

地方消費税交付金  
37 億 4,800 万円 
県税である地方消費税 

からの交付金 

その他 

10 億 8,500 万円 
法人事業税交付金などの 

各種交付金 

地方特例交付金 

1 億 4,900 万円 
国の制度変更などによる 

地方負担の増に対する交付金 
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【一般会計当初予算（歳入）の前年度比較】 

 

 

 

 

増減 伸率 令和７年度 令和６年度

22 市 債 4,936,500 4,757,500 179,000 3.8 7.7 7.9

64,070,000 3,490,000 5.8 100.0

（単位：千円、％）

款 令和７年度 令和６年度
比　　較 構　成　比

36.2 36.2

2 地 方 譲 与 税 377,000 390,000 △ 13,000 △ 3.3 0.6

1 市 税 23,200,000 21,900,000 1,300,000 5.9

0.7

3 利 子 割 交 付 金 14,000 6,000 8,000 133.3 0.0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 195,000 167,000 28,000 16.8 0.3 0.3

0.5 0.3

6 法 人 事 業 税 交 付 金 346,000 321,000 25,000 7.8 0.5

5
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

319,000 190,000 129,000 67.9

0.5

7 地 方 消 費 税 交 付 金 3,748,000 3,700,000 48,000 1.3 5.9 6.1

8
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

88,000 92,000 △ 4,000 △ 4.3 0.1 0.2

0.2 0.2

10 地 方 特 例 交 付 金 149,000 853,000 △ 704,000 △ 82.5 0.2

9 環 境 性 能 割 交 付 金 104,000 106,000 △ 2,000 △ 1.9

1.4

11 地 方 交 付 税 6,304,000 5,874,000 430,000 7.3 9.8 9.7

0.0 0.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 348,432 358,664 △ 10,232 △ 2.9 0.5

12
交 通 安 全 対 策 特 別
交 付 金

19,000 21,000 △ 2,000 △ 9.5

0.6

14 使 用 料 及 び 手 数 料 502,087 510,477 △ 8,390 △ 1.6 0.8 0.8

15 国 庫 支 出 金 12,169,169 10,819,629 1,349,540 12.5 19.0 17.9

8.0 7.6

17 財 産 収 入 346,097 268,656 77,441 28.8 0.5

16 県 支 出 金 5,089,802 4,629,011 460,791 10.0

0.4

18 寄 附 金 414,599 415,672 △ 1,073 △ 0.3 0.7 0.7

19 繰 入 金 2,559,359 2,376,039 183,320 7.7 4.0 3.9

0.8

21 諸 収 入 2,340,955 2,324,352 16,603 0.7 3.7 3.8

20 繰 越 金 500,000 500,000 0 0.0 0.8

歳 　入　 合 　計 60,580,000 100.0
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(2) 歳出の概要 

歳出の款別（目的別）の構成比では、支給対象年齢の拡大等が通年化する児

童手当費や、医療扶助や介護扶助が増加する生活保護費の増加などを見込む民

生費が４６．２％と最も多くを占めています。 

前年度との比較では、令和６年度に秦野市・伊勢原市共同消防指令センター

の施設整備が完了したことにより、消防費が６億４，０７２万円（１９．３％）

減の２６億８，３４７万円となりました。 

また、都市計画道路菩提横野線・矢坪沢水路の整備や、秦野駅南部土地区画

整理事業などを継続して進めることで、土木費が前年度と比べて１２億   

８，７２０万円（１８．０％）増の８４億５，０３１万円となりました。 

 

【一般会計当初予算（目的別歳出）】 

 

 

 

 

  

消防費 

26 億 8,347 万円 
消防や防災などの経費 

土木費 

84 億 5,031 万円 
道路や水路、公園及び 

区画整理事業などの経費 

総務費 

79 億 5,465 万円 
市政運営全般、庁舎など 

の管理経費 

衛生費 

44 億 7,109 万円 
健康診断、環境保全、 

ごみ収集処理などの経費 

公債費 

32 億 4,120 万円 
市債の返済金 

商工費 

17 億 6,507 万円 
商工業や観光振興のための経費 

農林費 

6 億 1,242 万円 
農業や林業の振興のための経費 

教育費 

48 億 4,578 万円 
小・中学校や幼稚園の運営、

生涯学習活動などの経費 

議会費 

3 億 4,639 万円 
議会の運営などの経費 

予備費 

1 億円 
災害対応など予定外の支出に 

備えるための経費 

 

民生費 

295 億 9,962 万円 
障害者や高齢者、子育て支援など 

の経費 
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【一般会計当初予算（目的別歳出）の前年度比較】 

 

【一般会計当初予算（性質別歳出）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増減 伸率 令和７年度 令和６年度

10 公 債 費 3,241,195 3,357,520 △ 116,325 △ 3.5 5.1 5.5

64,070,000 60,580,000 3,490,000 5.8 100.0

2.7

13.2

4.2

9.6

△ 640,721

4.9

18.0

△ 19.3

424,663

1,287,199

82,274

款

11.8

5.5

7.3

7,163,111

3,324,190

4.3

8.1

△ 1.4

△ 4.6641,989

4,421,118

4,534,481

2.8

3

4

8,450,310

2,683,469

4,845,781

100,000

100.0

100,000 0 0.20.0 0.2

7.6

歳　出　合　計

11

9 教 育 費

予 備 費

消 防 費

6

7

8

商 工 費

土 木 費

民 生 費

議 会 費

△ 29,566

令和７年度

1 346,385

令和６年度

27,380,731

△ 63,390

5

7,630,356

衛 生 費

1,682,795

農 林 費

2 7,954,652

29,599,625

4,471,091

612,423

1,765,069

12.6

45.2

7.5

1.0

総 務 費 324,296

2,218,894

0.9

343,709 0.5

12.4

46.2

7.0

（単位：千円、％）

構　成　比

0.60.8

比　　　較

2,676

扶助費 

189 億 61 万円 
児童手当や生活保護費などの経費 

人件費 

118 億 5,508 万円 
職員の給料や議員の報酬などの経費 

物件費 

103 億 6,509 万円 
委託料や光熱水費、 

旅費などの経費 

繰出金 

62 億 1,405 万円 
特別会計などへの繰出金 

補助費等 

49 億 3,237 万円 
各団体への補助金など 

普通建設事業費 

71 億 6,870 万円 
道路や公園などの公共 

施設の建設・改良工事 

などの経費 

公債費 

32 億 4,119 万円 
公共事業などの財源として 

借り入れた市債の返済金 

その他 

13 億 9,291 万円 
維持補修や基金への 

積立金など 
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(3) 一般会計当初予算額の推移  

一般会計当初予算額について、１０年前と比較すると、１５１億９，０００

万円（３１．１％）増えています。 

歳入では、自主財源の根幹である市税は、生産年齢人口の減少などにより伸

び悩む一方で、地方交付税、国庫支出金及び県支出金といった依存財源の増に 

より、市税以外が１５２億１，０００万円（５９．３％）の増となっています。 

歳出では、高齢化の進行に伴い、生活保護費などの扶助費が５７億    

９，５８２万円（４４．２％）の増となり、また、人事院勧告を踏まえた給料

月 額 及 び 地 域 手 当 の 支 給 率 の 引 き 上 げ な ど に よ り 人 件 費 が ２ ３ 億        

３，５０６万円（２４．５％）の増となっています。なお、都市計画道路菩提

横野線・矢坪沢水路の整備等により普通建設事業費が１５億１，４２１万円 

（２６．８％）の増となっています。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

※（ ）内の数値は構成比 

 

 

  平成27年度      令和7年度        平成27年度        令和7年度 

600 

500 

400 

200 

100 

歳  入              歳  出 
（億円） 

640.7億円 

488.8億円 

個人市民税 
92.8億円（19.0％） 

個人市民税 
95.8億円（14.9％） 

法人市民税 
12.8億円（2.6％） 

法人市民税 
10.0億円（1.6％） 

固定資産税 
97.2億円（19.9％） 

固定資産税 
96.4億円（15.0％） 

その他の税 

29.4億円（6.0％） 

その他の税 
29.8億円（4.7％） 

256.6億円 
（52.5％） 

408.7億円 

（63.8％） 

扶助費 
189.0億円（29.5％） 

扶助費 
131.1億円（26.8％） 

人件費 
95.2億円（19.5％） 

人件費 
118.6億円（18.5％） 

公債費 

32.4億円（5.1％） 

公債費 
37.1億円（7.6％） 
普通建設事業費 

56.5億円（11.6％） 

普通建設事業費 
71.7億円（11.2％） 

168.9億円 
（34.5％） 

229.0億円 
（35.7％） 

そ
の
他
の
経
費 

投
資
的
経
費 

義
務
的
経
費 

市
税
以
外 

市

税 
 

 

640.7億円 

 

488.8億円 

 

700 

300 
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(4) 市債及び基金現在高の状況 

○市債の状況 

本市では、将来世代に過度な負担を残さないよう、計画的な市債の借入れ

に努めることにより、残高の縮減を図ってきました。 

令和７年度末の市債現在高は、一般会計における都市計画道路菩提横野

線・矢坪沢水路の整備などにより、全会計では、前年度と比べて２５億  

５２８万円（４．１％）の増となる６４１億４，２４７万円を見込んでいま

す。過去最大であった平成１６年度末と比較すると、２３９億４，９０４万

円（２７．２％）縮減しています。 

なお、一般会計における特例債のうち、臨時財政対策債は、市が標準的な

行政サービスを提供するに当たり、不足する財源を補う普通交付税の代替財

源として、平成１３年度の制度創設以来借り入れてきましたが、市債全体に

占める割合は５割程度という状況にあります。 
 
【市債現在高の推移及び推計】

  

270.8 

117.7 111.2 114.0 126.9
171.3

138.1 

241.2 229.2 203.7 185.3 
166.2

377.4 

281.0 
268.1 

255.7 238.9
228.9

94.6 

67.2
65.5

65.3
65.3 75.0

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

平成16年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

建設事業債（一般会計） 特例債（一般会計）

公共下水道事業会計 水道事業会計

707.1

880.9

674.0
638.7 641.4616.4

※令和５年度までは各年度末実績、令和６年度及び７年度は年度末見込

み 

(億円) 

水
道
事
業 

会
計 

特例債  

公
共
下
水
道 

事
業
会
計 

一
般
会
計 

建設事業 債  

（過去最大） 
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0
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40

50

60

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

財政調整基金 その他基金

○基金の状況（一般会計） 

一般会計の基金全体の現在高は、財源不足に対する財政調整基金の取崩し

などにより、令和７年度末では９億６，３３７万円（１７．０％）減の４６

億９，７２７万円を見込んでいます。 

財政調整基金の令和７年度末残高は、目安としている約３０億円を確保で

きる見込みですが、本基金は、年度間の財政の不均衡を調整し、不測の財政

需要に備え積み立てる、いわゆる「市の貯金」としての機能を有することか

ら、今後も激甚化・大規模化する自然災害や物価高騰など、不測の事態にも

柔軟に対応できるよう引き続き適正残高の確保に努めます。 

 

【基金現在高の推移及び推計】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※令和６年度までは各年度末実績、令和７年度は年度末見込み 

 

 

財
政
調
整
基
金 

そ
の
他
基
金 

(億円) 

56.6 

48.0 

57.6 
56.1 

15.5 14.1 15.0 

13.2 

41.1 

34.8 

43.5 
41.1 

47.0 

13.5 

33.5 
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(5) 令和７年度の主な取組み ★は新規、〇は拡充する取組み 

 

１ 健康で安心して暮らせるプロジェクト 

(1) 地域の脱炭素化の推進 

２０５０年カーボンニュートラルの実 

現に向け、公共施設の照明設備のＬＥＤ 

化や、公用車への次世代自動車の導入を 

進めます。 

  ・公共施設のＬＥＤ化【７億９，５２０万円】〇 

  ・電気自動車とハイブリット自動車の導入【６６６万円】 

 

 

(2) 帯状疱疹ワクチン接種への助成の実施【７，５４４万円】★ 

帯状疱疹ワクチンの予防接種への助成 

を開始し、高齢者の発症又は重症化の予 

防を図ります。 

 

 

 

 

 

 

(3) クアーズテック秦野カルチャーホール（文化会館）及び保健福祉センタ

ーの特定天井の改修工事等【９億２，８２５万円】★ 

利用者が安全・安心に利用できるよう 

特定天井について文化会館では改修工事

を、保健福祉センターでは実施設計を実 

施します。 

 

 

 

“住んでみよう・住み続けよう” 

秦野みらいづくりプロジェクト「５つの誓い２０２２」 
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２ 未来を拓く子育て・教育プロジェクト 

(1) 放課後児童ホームへの入退室管理システムの導入【６３７万円】★ 

  スマートフォンなどから児童の利用

スケジュールが登録できる機能などを持

つ入退室管理システムを導入します。 

 

 

 

 

 

 

(2) 医療的ケア児等への支援【９５７万円】★ 

医療的ケアを必要とするこどもたちへの支援を充実するため、医療的ケ

ア児の在籍校に看護職員（看護師）を配置するとともに、関係機関と連携

した支援体制を構築します。 

 

 

 

(3) 結婚に伴う新生活への経済的支援等の充実【２，７００万円】★ 

若い世代の新婚世帯を対象に、住宅の

賃借費用や引越費用などへの経済的支援

を新たに実施します。 

 

 

 

 

(4) 学校水泳指導業務の民間スイミングクラブへの委託実証事業の実施 

【２００万円】★ 

専門的な水泳指導による児童・生徒の泳ぐ力の向上や教員の負担軽減を

図る取組みとして、民間スイミングクラブへの委託実証事業を行います。  
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３ 小田急線４駅周辺のにぎわい創造プロジェクト 

(1) 秦野駅北口周辺にぎわい創造推進事業の本格始動 

県道７０５号沿道に整備する多世代交

流施設の規模やレイアウト等の検討や商

業・業務系施設のための事業用地の確保

など、中心市街地活性化計画に基づく取

組みを加速させていきます。 

  ・多世代交流施設の整備に向けた施設レイアウト等の検討及び事業用地の

確保等【２億７，７８５万円】★ 

・商業・業務系施設の立地に向けた事業用地の確保等【９，１１４万円】★ 

・秦野駅北口ペデストリアンデッキのカラーＬＥＤ化【５，８９７万円】★ 

 

 

(2) 渋沢丘陵周辺の活性化の推進 

震生湖の太鼓橋の完成に合わせ、新た

な名称を発表します。また、渋沢丘陵一

帯の魅力を引き出すため、公民連携によ

る「はだのスポーツビレッジ」の進入路

の整備を進めるとともに、地域活性化に

つなげていくための「渋沢丘陵周辺土地

利用構想（仮称）」を策定します。 

・震生湖太鼓橋の架替え及び新たな名称の発表【９，６９３万円】繰越明許費 

  ・はだのスポーツビレッジの周辺道路の整備【７，３１７万円】★ 

・渋沢丘陵周辺の土地利用構想の策定【１，０４４万円】★ 

 

 

(3) はだの歴史博物館におけるデジタルミュージアムの整備【８０７万円】★ 

市制施行７０周年を記念し、はだの歴史博物館をデジタルミュージアム 

として整備することにより、文化財の普及啓発及び歴史・文化の拠点とし

て、本市の魅力を広く発信していきます。 

 

 

 

※イメージ図 
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４ 新東名・２４６バイパスの最大活用プロジェクト 

(1) 表丹沢魅力づくり構想の推進 

表丹沢における農林業、観光、文

化、歴史、スポーツなど、広範な分

野の地域資源を磨き、つなげ、新た

に触れる機会を増やし、本物の魅力

を見つけ出せる表丹沢とすることに

より、交流人口や関係人口の増加を

図り、地域活性化を推進するための取組みを進めます。 

・菜の花台園地の環境整備【６７２万円】★ 

・秦野丹沢野外彫刻展の実施及び選定する彫刻の設置【１，７５９万円】★ 

 

 

 

(2) 地域特性を生かした企業誘致の推進 

土地区画整理組合への支援（戸川地区）【１億５，０００万円】 

戸川地区における新東名高速道路等のネットワークや地域特性を生かし

た新たな雇用の創出につながる企業誘致の推進に取り組みます。 

 

 

 

 

(3) 新たな人の流れを支えるネットワー

ク形成の推進 

秦野丹沢スマートインターチェンジ

から市街地へのアクセス性を高めるな

ど、新東名高速道路開通に伴う新たな

人の流れを支えるネットワークの形成

を推進するため、都市計画道路菩提横

野線及び並行する矢坪沢水路の整備な

どの取組みを着実に進めます。 

・菩提横野線の整備【６億４，９５５万円】 

・矢坪沢水路の整備【１３億９１０万円】 

※イメージ図 
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５ 新たな日常創造プロジェクト 

(1) キャッシュレス決済が可能な窓口の拡充【１，２２０万円】〇 

キャッシュレス決済が可能となる窓

口を増やし、市民の利便性の向上に取

り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 (2) 電子母子健康手帳への機能追加【２３２万円】★ 

  電子母子健康手帳に妊娠届の事前提

出・オンライン予約が行える機能を追

加し、利便性の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 基幹系システムの標準化・共通化への対応【８億２万円】★ 

  住民基本台帳等を管理する「基幹系システムの標準化・共通化」を進め、 

一部のシステムを除き、令和８年１月から新たなシステムによる運用を開

始します。 
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「住みたい」、「働きたい」、「何度でも行ってみたい」につながる「移

住・定住活性化プロジェクト」を進めることで、「関係人口」を創出・拡大

させ、地域経済の活性化を図るとともに、移住・定住人口の増加につなげま

す。 

 

 はだのＯＭＯＴＡＮライフ応援事業の実施【１億３，１８０万円】★ 

若者世代等の住宅購入費の一部を補助する「はだの丹沢ライフ応援事業」の

名称を「はだのＯＭＯＴＡＮライフ応援事業」に改め、ふるさと回帰と定住を

促進するため、新たに親世帯との近居・同居に対する支援を設けるなど、制度

のリニューアルを図り、本市への更なる移住促進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横断プロジェクト「移住・定住プロジェクト」 

～移住・定住人口の増加につなげる取組みの推進～ 
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１ 報徳サミットの開催（市制施行７０周年記念）【１，１６７万円】★ 

「全国報徳サミット秦野市大会」を開催し、二宮尊徳翁の「報徳仕法」の

検証を通じて、これからのまちづくり、人づくりに必要な教えを学ぶととも

に、その仕法を広めた秦野出身の安居院庄七翁と草山貞胤翁の功績を伝えて

いきます。 

 

 

 

２ プラスチック一括回収の毎週収集化【７，２４５万円】★ 

  プラスチックの一括回収を開始するとともに、収集日を隔週から毎週へと

拡充します。加えて、資源物の収集回数を増やすことにより、更なるごみの

減量と分別の徹底を図ります。 

 

 

 

３ 南が丘公園の東屋等の改修【２，７５６万円】★ 

南が丘公園の東屋及び園路の補修や、よねやま公園の遊具改修を実施する

など、施設を適切に維持管理することで、利用者の安全性と利便性の向上を

図ります。 

 

 

 

４ 市制施行７０周年に合わせた広報活動による魅力発信 

【１，１９９万円】〇 

市制施行７０周年の記念映像を制作し、本市の四季折々の魅力を市内外に

発信するとともに、広報はだのやＳＮＳなどの各種媒体を活用した広報活動

により、市民がより「ふるさと秦野」への誇りと愛着を持てる機会を創出し

ます。 

 

 

総合計画前期基本計画に掲げた施策 



- 18 - 

 

 

 

業務予定量を給水戸数８万１，０００戸、年間総給水量１，８７４万   

４，０００立方メートル、１日平均給水量５万１，３５３立方メートルと定め

ました。また、予算規模は、対前年度比３３．８％増の４３億６，７００万円

としました。 

 

１ 収益的収入及び支出 

(1) 収 入 

令和7年度 令和6年度

１ 2,933,328 2,958,642 △ 25,314 △ 0.9 100.0 100.0

１ 営業収益 2,475,603 2,490,557 △ 14,954 △ 0.6 84.4 84.2

２ 営業外収益 457,710 468,071 △ 10,361 △ 2.2 15.6 15.8

３ 特別利益 15 14 1 7.1 0.0 0.0

（単位：千円）

款　　　項 令和7年度 令和6年度 比較増減 伸　率
  （％）

構　成　比　（％）

水 道 事 業 収 益

 

 

(2) 支 出  

令和7年度 令和6年度

1 2,807,362 2,789,413 17,949 0.6 100.0 100.0

１ 営業費用 2,677,907 2,651,409 26,498 1.0 95.4 95.0

２ 営業外費用 105,957 114,268 △ 8,311 △ 7.3 3.8 4.1

３ 特別損失 2,498 2,736 △ 238 △ 8.7 0.1 0.1

４ 予備費 21,000 21,000 0 0.0 0.7 0.8

（単位：千円）

款　　　項 令和7年度 令和6年度 比較増減 伸　率
  （％）

構　成　比　（％）

水 道 事 業 費 用

 

                     

 ４ 水道事業会計予算の状況 
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２ 資本的収入及び支出 

(1) 収 入 

令和7年度 令和6年度

１ 1,666,424 366,029 1,300,395 355.3 100.0 100.0

１ 企業債 1,600,500 338,500 1,262,000 372.8 96.1 92.5

２ 工事負担金 65,318 27,527 37,791 137.3 3.9 7.5

３ 他会計補助金 604 0 604 皆増 0.0 －

４
固定資産売却
代金

1 1 0 0.0 0.0 0.0

５
その他資本的
収入

1 1 0 0.0 0.0 0.0

（単位：千円）

款　　　項 令和7年度 令和6年度 比較増減 伸　率
  （％）

構　成　比　（％）

資 本 的 収 入

 

 

(2) 支 出  

令和7年度 令和6年度

１ 2,494,930 1,407,442 1,087,488 77.3 100.0 100.0

１ 建設改良費 1,861,188 758,826 1,102,362 145.3 74.6 53.9

２ 企業債償還金 632,265 634,218 △ 1,953 △ 0.3 25.4 45.1

３ 基金積立金 476 13,397 △ 12,921 △ 96.4 0.0 0.9

４
その他資本的
支出

1 1 0 0.0 0.0 0.0

５ 予備費 1,000 1,000 0 0.0 0.0 0.1

（単位：千円）

款　　　項 令和7年度 令和6年度 比較増減 伸　率
  （％）

構　成　比　（％）

資 本 的 支 出
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業務予定量を水洗化戸数６万４，６００戸、年間総処理水量１，４４２万 

９，０００立方メートル、１日平均処理水量３万９，５３２立方メートルと定

めました。また、予算規模は、対前年度比３．３％増の５３億３，９００万円

としました。 

 

１ 収益的収入及び支出 

(1) 収 入    

令和7年度 令和6年度

１ 5,446,200 5,238,640 207,560 4.0 100.0 100.0

１ 営業収益 3,108,646 2,993,275 115,371 3.9 57.1 57.1

２ 営業外収益 2,337,492 2,245,303 92,189 4.1 42.9 42.9

３ 特別利益 62 62 0 0.0 0.0 0.0

下水道事業収益

（単位：千円）

款　　　項 令和7年度 令和6年度 比較増減 伸　率
  （％）

構　成　比　（％）

 

 

(2) 支 出  

令和7年度 令和6年度

１ 5,067,172 4,999,865 67,307 1.3 100.0 100.0

１ 営業費用 4,659,933 4,562,262 97,671 2.1 92.0 91.3

２ 営業外費用 385,399 414,968 △ 29,569 △ 7.1 7.6 8.3

３ 特別損失 840 1,635 △ 795 △ 48.6 0.0 0.0

４ 予備費 21,000 21,000 0 0.0 0.4 0.4

下水道事業費用

（単位：千円）

款　　　項 令和7年度 令和6年度 比較増減 伸　率
  （％）

構　成　比　（％）

 

 ５ 公共下水道事業会計予算の状況 



- 21 - 

２ 資本的収入及び支出 

(1) 収 入                 

令和7年度 令和6年度

１ 866,640 613,447 253,193 41.3 100.0 100.0

１ 企業債 785,100 583,000 202,100 34.7 90.6 95.0

２ 他会計補助金 8,772 8,750 22 0.3 1.0 1.4

３ 国庫補助金 66,150 14,500 51,650 356.2 7.6 2.4

４ 負担金等 6,490 7,026 △ 536 △ 7.6 0.8 1.2

５
固定資産売却
代金

1 1 0 0.0 0.0 0.0

６
その他資本的
収入

127 170 △ 43 △ 25.3 0.0 0.0

令和7年度 令和6年度 比較増減 伸　率
  （％）

構　成　比　（％）

資 本 的 収 入

（単位：千円）

款　　　項

 

 

(2) 支 出  

令和7年度 令和6年度

１ 2,831,192 2,729,461 101,731 3.7 100.0 100.0

１ 建設改良費 895,293 658,253 237,040 36.0 31.6 24.1

２ 企業債償還金 1,934,827 2,070,130 △ 135,303 △ 6.5 68.4 75.9

３
その他資本的
支出

72 78 △ 6 △ 7.7 0.0 0.0

４ 予備費 1,000 1,000 0 0.0 0.0 0.0

令和7年度 令和6年度 比較増減 伸　率
  （％）

構　成　比　（％）

資 本 的 支 出

（単位：千円）

款　　　項
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平成３０年度から、制度改革により県が財政運営の主体となり、市は県に国

保事業費納付金を納付し、県からの交付金等を財源として、国民健康保険被保

険者の病気、けが、出産及び死亡に関して保険給付を行っています。 

 また、４０歳から７４歳までの方を対象とした特定健診・特定保健指導及び

一日人間ドック受検料の一部助成などの保健事業を行うために必要な経費が、

この会計に計上されています。 

 国保加入世帯数を２万７６０世帯、被保険者数を３万５８８人と想定し、予

算総額を対前年度比０．９％増の１６７億４，８００万円としました。 

 

１ 歳入 

（単位：千円）

令和7年度 令和6年度

1 国 民 健 康 保 険 税 3,154,851 3,311,845 △ 156,994 △ 4.7 18.8 20.0

2 国 庫 支 出 金 2 2 0 0.0 0.0 0.0

3 県 支 出 金 11,998,897 11,614,740 384,157 3.3 71.7 70.0

4 財 産 収 入 140 4 136 3,400.0 0.0 0.0

5 繰 入 金 1,561,858 1,632,155 △ 70,297 △ 4.3 9.3 9.8

6 繰 越 金 1 1 0 0.0 0.0 0.0

7 諸 収 入 32,251 32,253 △ 2 0.0 0.2 0.2

16,748,000 16,591,000 157,000 0.9 100.0 100.0

構成比（％）
令和7年度 令和6年度 比較増減 伸率（％）款

歳 入 合 計  

 

２ 歳出 

（単位：千円）

令和7年度 令和6年度

1 総 務 費 343,507 328,393 15,114 4.6 2.1 2.0

2 保 険 給 付 費 11,777,168 11,378,794 398,374 3.5 70.3 68.6

3
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

4,369,895 4,636,892 △ 266,997 △ 5.8 26.1 27.9

4 保 健 事 業 費 206,808 196,531 10,277 5.2 1.2 1.2

5 基 金 積 立 金 140 4 136 3,400.0 0.0 0.0

6 公 債 費 21 21 0 0.0 0.0 0.0

7 諸 支 出 金 40,461 40,364 97 0.2 0.2 0.2

8 予 備 費 10,000 10,000 0 0.0 0.1 0.1

共 同 事 業 拠 出 金 0 1 △ 1 皆減 0.0 0.0

16,748,000 16,591,000 157,000 0.9 100.0 100.0

款

歳 出 合 計

構成比（％）
令和7年度 令和6年度 比較増減 伸率（％）

 

 ６ 国民健康保険事業特別会計予算の状況 
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４０歳以上の方が納める介護保険料及び国・県・市の負担金等を財源とし、

介護が必要な方に訪問介護等の在宅サービスや特別養護老人ホーム入所等の施

設サービスを提供するために必要な保険給付を行います。 

 第９期秦野市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画では、第１号被保険者

数を５０，２４８人、要介護等認定者数を８，１８８人と想定しました。予算

総額を対前年度比３．７％増の１５０億３，２００万円としました。 

 

 

 

 

令和7年度 令和6年度

1 保 険 料 3,599,719 3,593,898 5,821 0.2 24.0 24.8

2 使用料及び手数料 250 120 130 108.3 0.0 0.0

3 国 庫 支 出 金 2,687,596 2,597,914 89,682 3.5 17.9 17.9

4 支 払 基 金 交 付 金 3,928,433 3,790,323 138,110 3.6 26.1 26.2

5 県 支 出 金 2,148,279 2,074,576 73,703 3.6 14.3 14.3

6 財 産 収 入 525 421 104 24.7 0.0 0.0

7 繰 入 金 2,666,962 2,434,552 232,410 9.5 17.7 16.8

8 繰 越 金 1 1 0 0.0 0.0 0.0

9 諸 収 入 235 195 40 20.5 0.0 0.0

15,032,000 14,492,000 540,000 3.7 100.0 100.0歳 入 合 計

(単位：千円）

令和7年度 令和6年度
構成比（％）

款 比較増減 伸率(％）

 ７ 介護保険事業特別会計予算の状況 

１ 歳入 

２ 歳出 

令和7年度 令和6年度

1 総 務 費 344,273 321,058 7.2 2.3 2.2

2 保 険 給 付 費 14,252,297 13,757,853 3.6 94.8 94.9

3 地 域 支 援 事 業 費 359,708 338,156 6.4 2.4 2.3

4 保 健 福 祉 事 業 費 4,461 5,144 △ 13.3 0.0 0.1

5 基 金 積 立 金 525 421 104 24.7 0.0 0.0

6 公 債 費 28 21 7 33.3 0.0 0.0

7 諸 支 出 金 69,708 68,347 2.0 0.5 0.5

8 予 備 費 1,000 1,000 0 0.0 0.0 0.0

15,032,000 14,492,000 3.7 100.0 100.0

(単位：千円）

款 令和7年度 令和6年度 比較増減 伸率(％）
構成比（％）

歳 出 合 計 540,000

23,215

494,444

21,552

△ 683

1,361
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後期高齢者医療広域連合への保険料等負担金や事務費及び後期高齢者医療

制度被保険者を対象とする人間ドック受検料の一部助成や重症化予防事業など

の保健事業を行うために必要な経費がこの会計に計上されています。 

７５歳以上及び６５歳以上で一定の障害がある後期高齢者医療制度被保険者

数を２万９，２０６人と想定し、予算総額を対前年度比５．３％増の３４億 

１，０００万円としました。 

 

 

令和7年度 令和6年度

1 後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

2,780,249  2,643,739  　 136,510 　 5.2 81.5 81.6

2 繰 入 金 586,538    555,650    　 30,888 　 5.6 17.2 17.2

3 繰 越 金 38,249     34,772     3,477 10.0 1.1 1.1

4 諸 収 入 4,964      4,839      125 2.6 0.2 0.1

3,410,000  3,239,000  　 171,000 　 5.3 100.0 100.0

(単位：千円）

款 令和7年度 令和6年度
構成比（％）

比較増減

歳 入 合 計

伸率(％）

 

 

令和7年度 令和6年度

1 総 務 費 124,135   114,753 9,382 8.2 3.6 3.5

2 後期高齢者医療
広域連合納付金

3,255,235 3,094,872 　 160,363 　 5.2 95.5 95.6

3 保 健 事 業 費 23,966    22,836 1,130 4.9 0.7 0.7

4 諸 支 出 金 4,664     4,539 125 2.8 0.1 0.1

5 予 備 費 2,000     2,000 　 0 　 0.0 0.1 0.1

3,410,000 3,239,000 　 171,000 　 5.3 100.0 100.0歳 出 合 計

伸率(％）

(単位：千円）

款 令和7年度 令和6年度 比較増減
構成比（％）

 

 

 ８ 後期高齢者医療事業特別会計予算の状況 

２ 歳出 

１ 歳入 
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１ 人口及び世帯数（令和７年４月１日現在） 

 （令和２年国勢調査確定値に、毎月の住民基本台帳登録の異動を加減し推計した数値です。） 

(1) 人口総数    １６０，０６９人 

 (2) 世 帯 数    ７３，７９９世帯 

    １世帯当たり    ２．１７人 

 

 《参考》 

 年齢別住民基本台帳人口（令和７年３月末日現在） 

年   齢 人口 構成比 

内   訳 

男 女 

人口 構成比 人口 構成比 

  ０～１４歳 15,612 人 9.9％ 8,076 人 10.2％ 7,536 人 9.6％ 

１５～６４歳 92,617 人 58.6％ 48,594 人 61.3％ 44,023 人 55.9％ 

６５歳～ 49,876 人 31.5％ 22,653 人 28.5％ 27,223 人 34.5％ 

合   計 158,105 人 100.0％ 79,323 人 100.0％ 78,782 人 100.0％ 

  

地区別住民基本台帳人口及び世帯数 

区分 
人     口 

世 帯 数 
計 男 女 

本 町 

南 

東 

北 

大根 

鶴巻 

西 

上 

20,803 

32,546 

15,520 

13,201 

22,430 

13,788 

38,003 

1,814 

人 

10,473 

16,138 

7,726 

6,695 

11,662 

6,729 

18,995 

905 

人 

10,330 

16,408 

7,794 

6,506 

10,768 

7,059 

19,008 

909 

人 

10,177 

15,008 

7,252 

6,062 

12,235 

7,369 

18,040 

876 

世帯 

市 計 158,105 人 79,323 人 78,782 人 77,019 世帯 

 ９ 資料 
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２ 面 積 

 (1) 総面積（令和７年４月１日現在） １０３.７６K㎡ 

(2) 都市計画区域別面積 

   ・市街化区域面積   ２４.５９K ㎡ 

   ・市街化調整区域面積 ７９.１７K ㎡ 

 (3) ＤＩＤ（人口集中地区）区域別面積（令和2年10月1日の国勢調査による。） 

   ・ＤＩＤ区域内面積  ２３.１６K㎡ 

   ・ＤＩＤ区域外面積  ８０.６０K㎡ 

 (4) 地目別面積（令和６年１月１日現在固定資産概要調書による。） 

                                                             単位：K㎡ 

田 畑 宅 地 山 林 原 野 ゴルフ場 鉄道用地 雑 種 地 その他 

2.03 12.17 17.98 14.95 1.86 2.43 0.27 2.93 49.14 

   

３ 水道事業の概要 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

給水人口(人)  163,866 161,786 161,429 160,820 160,231 

（※令和７年３月末現在） 

 

４ 公共下水道普及状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

行政区域人口 （人）:Ａ 159,968 159,675 159,315 158,710 158,105 

処理区域内人口（人）:Ｂ 140,680 140,633 140,463 139,870 139,372 

水 洗 化 人 口（人）:Ｃ 129,037 129,973 130,490 130,498 130,260 

普

及

率 

処理区域人口 

行政区域人口 
(%) 

Ｂ 

Ａ 
87.9 88.1 88.2 88.1 88.2 

水洗化済人口 

処理区域人口 
(%) 

Ｃ 

Ｂ 
91.7 92.4 92.9 93.3 93.5 

 

  ＊行政区域人口は、各年度末の住民基本台帳による。 

＊令和７年３月末現在 
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５ 国民健康保険加入状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

全 世 帯 数（世帯） 73,762 74,651 75,579 76,211 77,019 

加入世帯数(世帯) 24,264 23,990 22,490 22,352 21,369 

全 人 口  （人） 159,968 159,675 159,315 158,710 158,105 

被保険者数

（人） 

37,302 36,386 34,716 32,643 30,738 

※世帯数・人口は、各年度末の住民基本台帳による。 

 

６ 介護保険加入状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

全 人 口（人） 159,968 159,675 159,315 158,710 158,105 

第１号被保険者数
（ 人 ） 

（ ６ ５ 歳 以 上 ） 

48,771 49,226 49,373 49,613 49,876 

要介護等認定者数

（ 人 ） 

7,129 7,447 7,636 7,703 7,931 

※人口は、各年度末の住民基本台帳による。 

 

７ 後期高齢者医療保険加入状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

全 人 口（人） 159,968 159,675 159,315 158,710 158,105 

被保険者数

（人） 

23,045 24,116 25,645 27,117 28,451 

※人口は、各年度末の住民基本台帳による。 

 

８ ごみと資源物の収集状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

可 燃 ご み （ｔ） 34,412 33,859 33,213 32,173 31,758 

不燃・粗大ごみ（ｔ） 2,481 2,072 1,783 1,719 1,656 

資 源 物（ｔ） 12,093 11,825 11,475 10,977 10,348 

計 （ｔ） 48,986 47,756 46,471 44,869 43,762 

  ※市が収集、処理したごみ・資源物の総量 
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９ 学校別児童生徒数（令和７年４月１日現在） 

(1) 小学校 
  

区 分 
本 

町 
東 南 北 

大 

根 
西 上 

広 

畑 

渋 

沢 

男（人） 348 259 534 316 198 317 

 

42 56 392 

女（人） 312 236 482 287 190 287 42 48 

 

 

299 

計（人） 660 495 1,016 603 388 604 84 104 691 

   

区 分 末 広 南が丘 堀 川 鶴 巻 合  計 

男（人） 220 246 238 324 3,490 

女（人） 224 250 231 360 3,248 

 

 

計（人） 444 496 469 684 6,738 

 

 (2) 中学校 

区 分 
本 

町 
東 南 北 

大 

根 
西 

南が

丘 

渋 

沢 

鶴 

巻 

男（人） 337 160 302 197 161 320 154 182 197 

女（人） 300 120 281 179 150 276 145 170 180 

計（人） 637 280 583 376 311 596 299 352 377 

 
 

区 分 合  計 

男（人） 2,010 

女（人） 1,801 

計（人） 3,811 

  

 

.



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 算 の あ ら ま し 

令和７年度（２０２５年度） 

令和７年４月１７日発行 

秦野市 政策部 財政課 

TEL ８２－５１１６（直通） 

 


